
 

 

 モデル事業（案）の特徴整理 
 

 

 

施

設 

施設概要 
○敷 敷地面積 

○延 延べ面積 
課題 選択理由 

抽出の考え方 検証の視点 

緊急性 汎用性 財政効果 
1 

（機能の適正化） 
2 

（建物の適正化） 
3 

（既存施設の状況） 
4 

（配置状況） 

5 

（施設保有方法） 

6 

（建物保全方法） 

7 

（施設運営方法） 
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【貸館：複合施設】 

築 39年 

○敷 2,235.80㎡ 

○延 3,943.00㎡、 

ホール(412席) 

会議室(4室) 

和室、多目的室等 

■指定管理 

子育て支援センター、

ファミリーサポート、

休日急患歯科診療所併

設 

･ 勤労者福祉会館(ホー

ル、結婚式場等)として

のニーズが減り、会議

室等の貸館への用途

変更を行っているが、

特にホールの稼働率

が低い 

･ 老朽化が著しい 

･ 耐震診断実施中で、現施

設を耐震改修・老朽化対

策を行い維持するか否か

の判断が必要 

･ 子育て支援センター、フ

ァミリーサポート、休日急

患歯科診療所のレイ・ウェ

ル鎌倉への設置の必要

性が低い（機能移転の可

能性） 

耐震化・ 

老朽化、 

低利用 

老朽化し

た低稼働

率の施設 

機能を移転・

集約化するよ

る更新費の削

減等 

・稼働率向上のた

に用途変更等を

行ってきたが、大

幅な改善が見込

めないため、機能

の見直しが必要で

ある 

・近隣に同種サービス

を提供している施設が

あること、他施設への

移設な可能な機能が

あることから集約・統

廃合の可能性につい

て検討することが考え

られる 

・ホール以外は汎用性

の高いスペースが多

いため、共同化や多

機能化、新たな機能

の複合化を検討する

ことが考えられる 

・老朽化や耐震

対策の投資額を

抑えるための方

法の検討が必要

である 

・近隣施設のサー

ビス内容の過不足

を踏まえた検討が

必要である 

・低利用建物の有り

方や近隣の同種

施設との棲み分け

等の検討が必要

である 

・老朽化や耐震

対策の投資額

を抑える方法の

検討が必要で

ある 

・運営コストの削

減方法の検討

が必要である 

市
営
住
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【賃貸住宅】 

築 17～57年 

総戸数 642戸 

市有 7団地 

（総戸数 575戸） 

（2～4階建て） 

借上げ 4施設 

（総戸数 95戸） 

･ 市有 6 団地は築 40 年

以上で老朽化が激し

い。 

･ 入居希望者(単身高齢

者等)に提供する住宅

（3DK等）がミスマッチ。 

･ 低利用な施設（2～4 階

建） 

･ 耐震化して長寿命化の価

値がある建物なのかの判

断が必要 

･ 旧耐震基準の施設であり

耐震診断が必要（H27 年

度までに） 

･ 耐震化・老朽化対策に多

額の経費が発生 

耐震化・ 

老朽化、 

高齢化への

対応 

小規模で

分散配置

された施

設 

効率的な土

地利用を行う

ことにより、施

設の修繕修

費や運営費を

削減 

・市営住宅の戸数

は、今後の住宅事

情や低額所得者

の住宅不足の状

況などを踏まえて

検討する必要があ

る 

・高齢者世帯向け

の住宅ニーズへの

対応が必要である 

・保有する建物や土地

削減の観点からは借

上げ型の市営住宅を

増やすことや、建替え

時に効率的な土地利

用を行うことが考えら

れる 

・建替え時に他施設

（住宅に併設すると利

便性等が高まる施設）

との複合化の検討を

行うことが考えられる 

・耐震改修、大規

模修繕・建替え

等の老朽化対

策、バリアフリー

化等、性能を向

上する必要があ

る 

・建替え時には効

率的な土地利用

が求められる 

・大規模改修や更

新時に住戸規模

の適正化を図る 

・住宅を高層化・大

規模化し、余剰地

を民間へ賃貸や

売却等することで

有効活用すること

も考えられる 

・効率的な土地利用を行うことによ

り、施設の修繕費や運営費を削減

することが記載できる 
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【集客施設・貸館】 

築 20年 

○敷 11,536.48㎡ 

○延 21,509.68㎡、 

大ホール(1,500席) 

小ホール(600席) 

ギャラリー 

スタジオ 

会議室 等 

■指定管理 

･ これまで大規模な修繕

を行っておらず、設備

の機能低下が著しい。 

･ 施設運営に係る経費

が約 3.5億円/年と大き

い(指定管理料、借地

料含む) 

 

･ 施設のあり方、手法の検

討を早急に行わないと、

左記の設備更新費約 13

億円が発生（機能保持が

前提） 

･ 現指定管理者の協定期

間は H27年度まで 

･ 建物を維持する限り設備

更新費は発生（休館の告

知期間も考慮すると方向

性を早急に決める必要あ

り） 

設備更新､ 

指定管理更

新時期 

高機能で

維持管理

費が大き

い施設 

機能や運営

管理手法の

見直しにより

設備更新費、

運営管理費

等のコストを

縮減 

・文化振興事業とし

ての機能は、利用

者が多くニーズが

ある 

・機能や設備の特殊性

から、機能と建物を分

離できず、他建物での

サービス提供は困難

である 

・多機能化の可能性は

低いが、小規模施設

の受け入れ施設として

複合化施設とすること

が考えられる 

・建物は比較的

新しいため、現

状の建物を活用

する 

・設備更新に合わ

せた機能を含め

た見直しを行うこ

とが考えられる 

・徒歩1㎞圏内に位

置するレイ・ウェル

鎌倉のホール稼

動率が 16％である

ため、鎌倉芸術館

への機能集約が

考えられる 

・特殊性のある機能

や設備が必要で

あるため、他建物

の活用や移転は

考えにくい 

・管理運営の効率化を図り、トータル

コスト削減に向けて、民間活用を視

野に入れた施設運営形態などの見

直しの検討が考えられる 

資料４別紙 


